宗教法人「曹洞宗」規則中一部変更案

宗教法人「曹洞宗」規則中一部変更案

総　務　部　
	変　更　案
	現　　　行
	事　　由

	第２章　役員
	第２章　役員
	

	第１節　代表役員及び責任役員
	第１節　代表役員及び責任役員
	

	（資格）

第６条　代表役員は、宗務総長の職にある者をもって充てる。
	（資格）

第６条　代表役員は、宗務総長の職にある者をもって充てる。
	

	２　代表役員以外の責任役員は、参議の職にある者２人のほか、総務部長、教学部長、財政部長、教化部長、伝道部長、出版部長及び人事部長の職にある者をもって充てる。
	２　代表役員以外の責任役員は、参議及び部長の職にある者をもって充てる。
	責任役員に就任する者を明確にするため、字句の整理

	３　前項に掲げる総務部長から人事部長までの職は、この規則において「部長」と総称する。
	３　第１６条第２項に規定する特別職の事業部長は、前項の部長の職にある者には含まない。
	総称による定義規定の整備を図るため、字句を整理

	４　参議は、両大本山の貫首が各々　１人を選任する。
	４　参議は、両大本山の貫首が各々　１人を選任する。

	

	第３章　宗務執行機関
	第３章　宗務執行機関
	

	（内局）

第１５条　この法人の事務その他の宗務の執行機関として、内局を置く。

２　内局は、宗務総長及び部長をもって組織する。

３　内局は、この法人の事務その他の宗務を執行し、その責任を負うものとする。
	（内局）

第１５条　この法人の事務その他の宗務の執行機関として、内局を置く。

２　内局は、宗務総長及び部長をもって組織する。

３　内局は、この法人の事務その他の宗務を執行し、その責任を負うものとする。
	

	
	
	

	（役員及び職員の呼称、員数）
第１６条　宗務庁の事務その他の宗務を執行するため、次の役員及び職員を置く。
	（役員及び職員の呼称、員数）
第１６条　宗務庁における宗務執行　の役員及び職員は、次のとおりと　する。
	字句の整理



	　役員
宗務総長　１人

　総務部長　１人

　教学部長　１人

財政部長　１人

教化部長　１人

伝道部長　１人

出版部長　１人

人事部長　１人

　　課長　若干人
　職員
　　係長　若干人
　　書記　若干人
　　事務員　若干人
	　役員
　　宗務総長　１人
　　部長　７人
　　課長　若干人
　職員
　　係長　若干人
　　書記　若干人
　　事務員　若干人
	役員のうち部長の職名を明記し、　役員及び職員に　就任する者を明確化するため、字句を整理

	
	
	

	２　檀信徒会館事業本部の事務その他の宗務を執行するため、次の特別職及び事業本部職員を置く。
	２　前項の役員及び職員のほか、宗務庁における宗務執行のため、第２４条に規定する檀信徒会館事業本部に、次の特別職及び事業本部職員を置く。
	組織上、宗務庁から分離するため、字句を整理

	　特別職

　　事業本部長　１人
　　事業部長　１人
　　総支配人　１人
　事業本部職員
　　従業員　若干人
	　特別職

　　事業本部長
　　事業部長
　　総支配人
　事業本部職員
　　従業員
	前項にならい、各員数を明記。

	３　檀信徒会館事業本部の事情に　　より、前項に規定する総支配人の　設置を省略することができる。
	３　檀信徒会館事業本部の事情に　　より、前項に規定する総支配人の　設置を省略することができる。
	※２月議会承認、項の新設

	
	
	

	（資格及び選任）

第１７条　前条第1項に定める役員の資格及び選任は、次のとおりとする。
	（資格及び選任）

第１７条　役員は、本宗の教師でなければならない。
	号を新設するため、字句を整理

	
	
	

	（１）　宗務総長は、曹洞宗宗議会議員のうちから、曹洞宗宗議会において指名された者を、管長が任命する。
	
	号を新設し、宗務総長の資格及び選任を規定

	（２）　部長は、本宗の教師のうちから、宗務総長の推薦を受けた者を、管長が任命する。
	
	号を新設し、部長の資格及び選任を規定

	（３）　課長は、本宗の教師であって、かつ、宗務庁の職員のうちから宗務総長の推薦を受けた者を、管長が任命する。
	
	号を新設し、課長の資格及び選任を規定

	
	２　宗務総長は、曹洞宗宗議会において指名し、管長が任命する。
	前項第１号に移設するため削除

	
	
	

	２　前条第１項に定める職員は、所定の選考を受けた者を、管長が任命する。
	
	宗務庁の職員の任命について規定するため、新設

	
	
	

	
	３　部長及び課長は宗務総長の推薦を受けた者を、係長及び書記は曹洞宗宗務庁係長及び書記登録規程による登録者のうちから内局の推薦を受けた者を、事務員は所定の選考を経た者を、それぞれ管長が任命する。
	第１項及び第２項において定めるため、削除

	
	
	

	３　前条第２項に規定する特別職の　うち、事業本部長は宗務総長をもって充て、事業部長及び総支配人は　庁議において選定した者を、管長が任命する。
	４　前条第２項に規定する特別職の　うち、事業本部長は宗務総長をもって充て、事業部長及び総支配人は　庁議において選定した者を、管長が任命する。
	現行第３項の削除に伴い、項の繰り上げ

	
	
	

	
	５　第１項の規定にかかわらず、前項の事業部長及び総支配人に限り、　本宗の教師以外の者を選定し、任命することができる。
	不要な項を削除

	
	
	

	４　前条第２項に規定する事業本部職員は、所定の選考を経た者を、宗務総長が任命する。
	６　前条第２項に規定する事業本部職員は、所定の選考を経た者を、宗務総長が任命する。この場合において、事業本部職員に限り、第１項　及び第３項の規定にかかわらず、　本宗の僧侶以外の者を選任し、任命することができる。
	現行の第３項及び第５項の削除に伴う、項の繰り上げ、ただし書き以下は不要のため、削除

	
	
	

	（役員の任期）

第１８条　宗務総長の任期は、４年とする。ただし、宗務総長が死亡、　辞任その他の事由によって任期中に欠けた場合における後任宗務総長の任期は、前任者の残任期間とする。
	（役員の任期）

第１８条　宗務総長の任期は、４年とする。ただし、宗務総長が死亡、　辞任その他の事由によって任期中に欠けた場合における後任宗務総長の任期は、前任者の残任期間とする。
	

	
	
	

	２　部長の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、部長が死亡、　辞任その他の事由によって任期中に欠けた場合における後任部長の任期は、前任者の残任期間とする。
	２　宗務総長以外の役員の任期は、　２年とし、再任を妨げない。ただし、宗務総長以外の役員が死亡、　辞任その他の事由によって任期中に欠けた場合における後任役員の任期は、前任者の残任期間とする。
	任期を設ける宗務総長以外の役員を部長に限るため、字句を整理

	
	
	

	３　前項の規定にかかわらず、宗務　総長が死亡、辞任その他の事由に　よって任期中に欠けた場合においては、部長は、後任宗務総長の就任とともに退任したものとみなす。
	３　前項の規定にかかわらず、宗務　総長が死亡、辞任その他の事由に　よって任期中に欠けた場合においては、宗務総長以外の役員は、後任　宗務総長の就任とともに退任した　ものとみなす。
	第２項の変更に伴い条文の整合を図る　ため、字句を整理

	
	
	

	４　特別職の任期は、２年とし、再任を妨げない。
	４　特別職の任期は、２年とし、再任を妨げない。
	

	
	
	

	５　宗務総長、部長及び特別職は、　辞任又は任期満了後でも、後任者が就任するときまで、なおその職務を行うものとする。
	５　役員及び特別職は、辞任又は任期満了後でも、後任者が就任するときまで、なおその職務を行うものと　する。
	第２項の変更に伴い条文の整合を図る　ため、字句を整理

	
	
	

	（兼職の禁止）

第２３条　役員、職員、特別職及び事業本部職員は、宗制に別段の定めがある場合又は宗務総長の承認がある場合を除き、両大本山及び本宗の他の機関の役員又は職員を兼ねることができない。ただし、役員のうち部長及び特別職のうち事業部長に限り、曹洞宗宗議会議員を兼ねることができる。
	（兼職の禁止）

第２３条　役員及び職員は、宗制に別段の定めがある場合又は宗務総長の承認がある場合を除き、両大本山及び本宗の他の機関の役員又は職員を兼ねることができない。この場合において、宗務総長及び部長である役員に限り、曹洞宗宗議会議員を兼ねることができる。
	第１７条第１項第１号と整合を図るため、字句を整理

	
	
	

	（準用規定）

第２３条の２　特別職の事業部長並びに総支配人の職務の代理及び罷免の取扱いについては、第２０条及び　　第２２条の規定を準用する。この場合において、第２０条第２項冒頭に　「部長」とあるのは「事業部長」と、同条第３項に「課長」とあるのは「総支配人」と、「部長又は他の課長」とあるのは「事業部長又は　従業員」と、第２２条に「役員又は職員」とあるのは「事業部長及び総支配人」と読み替えるものとする。
	（準用規定）

第２３条の２　特別職の事業部長及び総支配人の職務の代理、罷免及び兼職の禁止の取扱いについては、　　第２０条、第２２条及び第２３条の規定を準用する。この場合において、第２０条第２項に「部長」と　あるのは「事業部長」と、同条第３項に「課長」とあるのは「総支配人」と、第２２条及び第２３条前段冒頭に「役員」とあるのは「事業部長及び総支配人」と読み替えるものとする。
	第２３条と整合を図るため、字句を整理

	
	
	

	（部署の設置）

第２４条　この法人の事務、その他の宗務を分掌するため、宗務庁及び檀信徒会館事業本部に部、課又は事務局を設置する。
	（事務の分掌）

第２４条　宗務庁に、総務、教学、　財政、教化、伝道、出版及び人事の７部並びに人権擁護推進本部及び　檀信徒会館事業本部を設けて、この法人の事務その他の宗務を分掌　　する。
	条文見出しの変更

部署設置に関する規定は規程に移設するため、条文を整理


	
	
	

	
	２　前項に掲げる部に、次の課を　　置く。

　（１）　総務部　庶務課　福祉課

　（２）　教学部　学事課　指導課

　（３）　財政部　経理課　資源課

　（４）　教化部　企画研修課　布教課　国際課

　（５）　伝道部　詠道課

　（６）　出版部　出版課　頒布課

　（７）　人事部　秘書課　文書課
	規程に移設するため、削除

	
	
	

	
	３　人権擁護推進本部に、事務局を　置く。
	規程に移設するため、削除

	
	
	

	
	４　檀信徒会館事業本部に、次の課を置く。

　（１）　業務課

　（２）　営業課

　（３）　宿泊課

　（４）　料飲課

　（５）　調理課
	規程に移設するため、削除

	
	
	

	　　附　則（　　年　　月　　日）

１　この規則の変更は、文部科学大臣の認証書の交付を受けた日（平成

　 年　 月　 日）から施行する。
	　　附　則（　　年　　月　　日）

　この規則の変更は、文部科学大臣の認証書の交付を受けた日（平成

　 年　 月　 日）から施行する。
	追加附則を設けるため、字句を整理
参考表記

	
	
	

	２　この規則変更の際、現に宗務庁の役職員の職にある者の資格、選任及び任期は、変更後の規則による資格、選任及び任期とみなす。
	
	役職員の資格、選任及び任期について、移行措置を規定
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７

